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Ⅰ 本編 

１ 市民参画手続の実施状況 

（１）平成 28度の市民参画手法の実施状況について    （ １） 

（２）市民参画手続実施の成果について～意見公募手続による成果～   （ ３） 

（３）市民参画手続の各実施原則の実施状況      （ ４） 

２ 政策提案の取扱状況 

 取扱いの実績はありませんでした。 

 

Ⅱ 参考資料編 

１ 市民参画手続の実施詳細 

（１）市民参画手続が必要となった政策等一覧      （ ５） 

（２）意見公募手続         （ ６） 

（３）審議会等手続         （ ７） 

（４）意見交換会手続        （ ８） 

（５）その他の手法         （ ９） 

   ※ワークショップ手続、公聴会手続及び政策公募手続の実績はありませんでした。 

２ 制定・改廃に当たり市民参画手続の対象外とした政策等 

（条例・計画）   （１０） 

３ 平成 28年度に設置していたすべての審議会等の状況 

（１）法律・条例に基づくもの        （１３） 

（２）規則・要綱に基づくもの        （１６） 

４ 市民参画手続の実施に関する判断基準・フロー図 

   ① 判断基準         （１８） 

   ② フロー図         （２１） 
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１．市民参画手続の実施状況 

（1）平成 28 年度の市民参画手法の実施状況について 

平成 28 年度に市民参画手続を実施する必要があった政策等（条例制定や計画書

策定等）の数は 9 件でした。 

このうち、市民参画条例で実施することが義務付けられている「意見公募手続」

を平成 28 年度に実施した政策等は 8 件でした。実施しなかった 1 件は審議会が平

成 29 年度まで続くことから、審議会終了後に意見公募手続を実施する予定となっ

ています。つまり、年度を限定しなければ、全ての政策等で意見公募手続を実施予

定となっています。 

市民参画条例では複数の参画手法により市民参画手続を実施することが努力義

務として規定されています。平成 28 年度は必ず実施しなければならないとされて

いる意見公募手続以外に、審議会等の開催、意見交換会、その他の手法が市民参画

手続として実施されました。 

審議会等の開催については、9 政策等のうち 4 政策等で実施されました。 

意見交換会については、3 件で実施されましたが、その内「中核市移行に関する

基本的な考え方の策定」において、平成 28 年 6～7 月に 6 回開催し、延べ 152 人の

参加のもと、18 件の意見をいただきました。また、「明石市こども総合支援条例の

制定」において、平成 28 年 6～7 月に 2 回開催し、延べ 140 人の参加のもと、30 件

の意見をいただきました。さらに、「明石市火災予防条例の改正」において、平成

28 年 10 月に 2 回開催し、延べ 46 人の参加のもと、7 件の意見をいただきました。 

その他の手法については、2 件で実施されましたが、その内「公共施設配置適正

化実行計画の策定」において、平成 27 年度に実施した市民アンケート回答者のう

ち、同意を得て登録した施設モニターに対して、実行計画案についてのアンケート

を実施しました。また、「明石市こども総合支援条例の制定」において、市内小学

校 6 年生に対して、普段の生活やこまりごとなどについてのアンケートを実施しま

した。 

 

◎各市民参画手法の実施状況  

政策等数： 

９件 

市民参画手法 

意見公募 審議会等 意見交換会 その他※2 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 公聴会 計 

実施件数 8 件※1 4 件 3 件 2 件 －  －  17 件 

意見数 166 意見  55 意見 －  －  －  221 意見 

参加者数  
46 人 

（傍聴者数） 
338 人 408 人 －  －  792 人 

※１ 政策等数 9 件のうち意見公募を 28 年度に実施しなかった 1 件は 29 年度以降に実施予定。 

※２ アンケートを実施。 
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★経年比較 

[実施件数比較] 

 
実施 

件数 

市民参画手法 

意見公募 審議会等 
意見 

交換会 
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 公聴会 その他 計 

Ｈ28 9 件 8 件 4 件 3 件 － － 2 件 17 件 

Ｈ27 13 件 12 件 11 件 2 件 － － 1 件 26 件 

Ｈ26 18 件 16 件 17 件※  1 件 －  －  1 件  35 件 

※ 審議会等は政策等ベースで延べ件数をカウントした。審議会の実数は 12 審議会となっている。 

[１件当たりの意見数、参加者数] 

  

市民参画手法 

意見公募 審議会等 
意見 

交換会 
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 公聴会 その他 

Ｈ28 
意見数 21 意見  18 意見 －  －  －  

参加者数  12 人 113 人 －  －  408 人 

Ｈ27 
意見数 27 意見  47 意見 －  －  －  

参加者数  14 人 56 人  －  －  1,443 人 

Ｈ26 
意見数 17 意見   49 意見  －  －  －  

参加者数  29 人※1 73 人  －  －  746 人 

※１ 審議会の実数 12 審議会で割った傍聴者の平均人数。 
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（２）市民参画手続実施の成果について～意見公募手続による成果～ 

平成 28 年度に市民参画手続を実施する必要があった政策等 9 件のうち意見公募

手続を実施したのは 8 件でした。この 8 件のうち、7 件で意見が提出されました。 

意見が提出された 7 件のうち、3 件において、政策等（案）を修正しました。そ

の内容は以下のとおりです。 

 

◎意見公募手続における意見の提出状況と意見の反映状況 

意見公募手続において意見が提出された政策等数  8 件／9 件 

意見が提出された政策等のうち政策等（案）を修正した政策等数  3 件／7 件 

  

★意見公募手続により修正した政策等（案）の修正概要 

修正した政策等名 修正概要 

中核市移行に関する基本

的な考え方の策定 

 文言の表現に関する意見を受けて、表現を修正しまし

た。 

明石市こども総合支援条

例の制定 

 「目的」において、児童の権利にも言及してはどうか

という意見を受けて、文言を追記しました。 

 その他、文言の表現に関する意見を受けて、表現を複

数修正しました。 

第２次明石市交通安全計

画の策定 

 文言の表現に関する意見を受けて、表現を修正しまし

た。 

 

意見を受けたうち、修正を行わなかった理由としては主に、①条例や計画の運用

面に関する質問や意見、②意見公募した政策等とは完全に一致しないが関連する施

策等への意見が挙げられます。これらについては、実現可能なものについては対応

していく旨がそれぞれの意見公募結果にまとめられています。 

つまり、条例や計画を直接的に修正する以外でも意見を取り入れようとする意向

が示されており、市民参画手続により、より充実した施策展開等が実施されている

ことがうかがえます。 

これら以外にも、条例等には反映しないが、運用面に反映するという対応をとる

政策等もあり、各課ともできるだけ意見を汲みいれようと努めています。 
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（３）市民参画手続の各実施原則の実施状況 

 

手法 実施原則 
実施件数（※） 

平成 28 年度に実施しなかった理由 
H28 

共
通 

複数手法 複数の参画手法を併用している  7 件/9 件 
 平成 29 年度以降に意見公募を実施予定のため。（景観計画の策定） 

 平成 26、27 年度に既に審議会において審議したため。（明石市水道事業経営戦略の策定） 

複数の方

法で公表 
複数の方法で公表している  9 件/9 件  － 

意
見
公
募 

実施 
対象事項に該当する施策について意見公募手

続を実施 
8 件/9 件  平成 29 年度以降も継続審議するため。（景観計画の策定･･･平成 29 年度以降に意見公募手続を実施予定） 

意見公募

期間 
意見公募期間を 30 日以上とっている  7 件/8 件  当該意見公募の結果のみならず、今後の市民参画手続の結果も踏まえて決定するため。（公共施設配置適正化実行計画の策定） 

公表 
提出された意見、意見に対する検討結果及び

その理由等を公表している  
8 件/8 件  － 

審
議
会
等 

委員数 20 人以内 5 件/5 件  － 

男女比 男女いずれもが委員総数の３割以上  3 件/5 件  関係機関からの推薦者に男性が多かったため。（財政健全化推進市民会議／交通安全対策会議） 

公募市民 公募による市民が委員総数の２割以上           4 件/5 件  幅広い立場の人から均等に意見を貰う必要があったため。（交通安全対策会議） 

委員名簿 
委員の氏名、選任の区分等を公表可能として

いる 
5 件/5 件  － 

開催通知 
開催日の２週間前までに審議事項、日時等を

公表している 
5 件/5 件  － 

公開 会議を公開で開催している  5 件/5 件  － 

公表 会議録を作成し、公表している  5 件/5 件  － 

意
見
交
換
会 

開催通知 
開催日の２週間前までに議題、日時等を公表

している 
0 件/3 件 

 対象者を中核市へ移譲される事務に関連のある団体としていたことから公表が不要と判断したため（中核市移行に関する基本的な考え

方の策定） 

 特定の対象者に対して実施しているため（明石市こども総合支援条例の制定／明石市火災予防条例の改正） 

公表 開催記録を作成し、公表している  2 件/3 件 
 対象者を中核市へ移譲される事務に関連のある団体としていたことから公表が不要と判断したため（中核市移行に関する基本的な考え

方の策定） 

そ
の
他 

実施公表 
実施日の２週間前までに事案の内容、市民参

画手法の名称・内容、日時等を公表している  
0 件/2 件  特定の対象者に対してアンケートを実施しているため。（公共施設配置適正化実行計画の策定／明石市こども総合支援条例の制定） 

結果公表 実施結果等を公表している  2 件/2 件  － 

※ 平成２５年度に策定した「市民参画手続の実施に関する判断基準」に基づき、件数を計上。 
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１ 市民参画手続の実施詳細 

（１）市民参画手続が必要となった政策等一覧 

 

部
名

課
名

意
見

公
募

審
議
会

等
意
見

交
換
会

ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ

プ
公
聴
会

政
策

公
募

そ
の
他

複
数
の
市
民
参
画
手
法
の
併
用

意
見
公
募
手
続
の
実
施

（
条
例
第
６
条
第
２
項
に
該
当
す
る
政

策
等
に
限
る
。
）

1
中

核
市

移
行

に
関

す
る

基
本

的
な

考
え

方
の

策
定

政
策

部
中

核
市

準
備

室
H
2
8
.
1
0

中
核
市
移
行
に
向
け
た
基
本
的
な
考
え
方

を
策
定
す
る
。

条
例

第
６

条
第

２
項

第
５

号
○

○

2
公

共
施

設
配

置
適

正
化

実
行

計
画

の
策

定
財

務
部

財
政

健
全

化
室

H
2
9
.
3

公
共
施
設
配
置
の
適
正
化
に
向
け
て
、
今

後
1
0
年
間
の
各
施
設
の
具
体
的
な
取
り
組

み
内
容
や
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
示
す
「
明
石

市
公
共
施
設
配
置
適
正
化
実
行
計
画
」
を

策
定
す
る
。

条
例

第
６

条
第

２
項

第
２

号
〇

財
政

健
全

化
推

進
市

民
会

議

〇

3
明

石
文

化
芸

術
創

生
基

本
計

画
の

改
定

文
化

・
ス

ポ
ー

ツ
部

文
化

振
興

課
H
2
9
.
3

計
画

期
間

の
半

分
を

経
過

し
た

こ
と

や
社

会
経

済
情

勢
の

変
化

に
適

応
す

る
た

め
、

「
明

石
文

化
芸

術
創

生
基

本
計

画
」

の
改

定
を

行
っ

た
。

条
例

第
６

条
第

１
項

○

明
石

文
化

芸
術

創
生

会
議

4
明

石
市

こ
ど

も
総

合
支

援
条

例
の

制
定

こ
ど

も
未

来
部

子
育

て
支

援
課

H
2
8
.
1
2

「
明
石
市
こ
ど
も
総
合
支
援
条
例
」
を
制

定
し
、
こ
ど
も
に
対
す
る
総
合
的
な
支
援

を
推
進
す
る
。

条
例

第
６

条
第

２
項

第
３

号
○

○
○

5
第

2
次

明
石

市
環

境
基

本
計

画
の

改
定

環
境

部
環

境
総

務
課

H
2
9
.
8
環
境
の
保
全
及
び
創
造
に
関
す
る
施
策
を

総
合
的
か
つ
計
画
的
に
推
進
す
る
た
め
の

基
本
計
画
で
あ
る

条
例

第
６

条
第

２
項

第
２

号
○

環
境

審
議

会

6
景

観
計

画
の

策
定

都
市

整
備

部
都

市
計

画
課

景
観
行
政
団
体
移
行
に
よ
り
、
法
を
活
用

し
た
効
果
的
な
景
観
施
策
を
展
開
す
る
に

あ
た
り
、
景
観
計
画
区
域
や
景
観
形
成
の

基
準
な
ど
を
定
め
た
「
景
観
計
画
」
を
策

定
す
る
。

条
例

第
６

条
第

２
項

第
２

号

都
市

景
観

審
議

会

平
成

2
9
年

度
以

降
に

意
見

公
募

を
実

施
す

る
予

定
で

あ
る

た
め

。
平

成
2
9
年

度
以

降
に

意
見

公
募

を
実

施
す

る
予

定
で

あ
る

た
め

。

7
第

２
次

明
石

市
交

通
安

全
計

画
の

策
定

土
木

交
通

部
交

通
安

全
課

H
2
9
.
3

第
２
次
明
石
市
交
通
安
全
計
画
の
策
定

条
例

第
６

条
第

２
項

第
２

号
○

交
通

安
全

対
策

会
議

8
明

石
市

水
道

事
業

経
営

戦
略

の
策

定
水

道
部

総
務

課
H
2
9
.
3

明
石
市
水
道
事
業
が
今
後
5
0
年
後
も
安
定

し
た
経
営
を
続
け
る
た
め
、
経
営
戦
略
を

策
定
す
る
。

条
例

第
６

条
第

２
項

第
２

号
〇

平
成

2
6
,
2
7
年

度
に

審
議

会
に

お
い

て
審

議
し

た
た

め
。

9
明

石
市

火
災

予
防

条
例

の
改

正
消

防
本

部
予

防
課

H
2
9
.
3

消
防
法
令
に
関
す
る
重
大
な
違
反
が
あ
る

建
物
の
情
報
を
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表

（
情
報
提
供
）
す
る
た
め
、
明
石
市
火
災

予
防
条
例
を
改
正
す
る
。

条
例

第
６

条
第

１
項

○
○

未
達
成
理
由

市
民
参
画
手
続

実
施
の
根
拠

市
民
参
画
手
法

政
策
等
の
概
要

№
政
策
等
の
名
称

担
当
部
署

政
策
等

の
策
定

時
期
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（２）意見公募手続 

 

部
名

課
名

開
始
日

終
了
日

人
数

件
数

持
参

郵
送

F
A
X

メ
ー
ル

そ
の
他

政
策
等
の

案
の
修
正

の
有
無

結
果
の
公
表
方
法

3
0
日
以
上
の
意
見
提
出
期
間

２
以
上
の
方
法
に
よ
る
実
施
の
公

表
２
以
上
の
方
法
に
よ
る
結
果
の
公

表

1
中

核
市

移
行

に
関

す
る

基
本

的
な

考
え

方
の

策
定

政
策

部
中

核
市

準
備

室
H
2
8
.
7
.
1
5

H
2
8
.
8
.
1
5

市
広

報
紙

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
市

民
セ

ン
タ

ー
行

政
情

報
セ

ン
タ

ー
中

核
市

準
備

室
窓

口

6
2
2

1
0

3
2

0
有

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
市

民
セ

ン
タ

ー
行

政
情

報
セ

ン
タ

ー
中

核
市

準
備

室
窓

口

2
公

共
施

設
配

置
適

正
化

実
行

計
画

の
策

定
財

務
部

財
政

健
全

化
室

H
2
9
.
1
.
2
4

H
2
9
.
2
.
1
5

市
広

報
紙

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
市

民
セ

ン
タ

ー
サ

ー
ビ

ス
コ

ー
ナ

ー
行

政
情

報
セ

ン
タ

ー
あ

か
し

総
合

窓
口

財
政

健
全

化
室

窓
口

9
1
2

0
0

5
4

0
無

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
財

政
健

全
化

室
窓

口

計
画

対
象

施
設

の
取

組
内

容
の

詳
細

に
つ

い
て

は
、

今
回

の
意

見
公

募
の

結
果

の
み

な
ら

ず
、

今
後

の
市

民
参

画
手

続
の

結
果

も
踏

ま
え

て
決

定
す

る
た

め
。

3
明

石
文

化
芸

術
創

生
基

本
計

画
の

改
定

文
化

・
ス

ポ
ー

ツ
部

文
化

振
興

課
H
2
9
.
2
.
2
4

H
2
9
.
3
.
2
5

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
市

民
セ

ン
タ

ー
行

政
情

報
セ

ン
タ

ー
文

化
振

興
課

窓
口

0
0

0
0

0
0

0
無

市
広

報
紙

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ

4
明

石
市

こ
ど

も
総

合
支

援
条

例
の

制
定

こ
ど

も
未

来
部

子
育

て
支

援
課

H
2
8
.
9
.
2
1

H
2
8
.
1
0
.
2
1

市
広

報
紙

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
市

民
セ

ン
タ

ー
行

政
情

報
セ

ン
タ

ー
子

育
て

支
援

課
窓

口

1
3

7
8

2
1

4
6

0
有

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
子

育
て

支
援

課

5
第

2
次

明
石

市
環

境
基

本
計

画
の

改
定

環
境

部
環

境
総

務
課

H
2
9
.
3
.
1
5

H
2
9
.
4
.
1
4

市
広

報
紙

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
市

民
セ

ン
タ

ー
行

政
情

報
セ

ン
タ

ー
環

境
総

務
課

窓
口

2
4

0
0

1
1

0
無

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
環

境
総

務
課

窓
口

6
第

２
次

明
石

市
交

通
安

全
計

画
の

策
定

土
木

交
通

部
交

通
安

全
課

H
2
8
.
1
2
.
5

H
2
9
.
1
.
4

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
公

示
板

交
通

安
全

課
窓

口
行

政
情

報
セ

ン
タ

ー
市

民
セ

ン
タ

ー

1
1

3
2

3
2

2
4

0
有

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
交

通
安

全
課

窓
口

7
明

石
市

水
道

事
業

経
営

戦
略

の
策

定
水

道
部

総
務

課
H
2
8
.
1
2
.
1

H
2
9
.
1
.
1
3

市
広

報
紙

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
水

道
部

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

市
民

セ
ン

タ
ー

行
政

情
報

セ
ン

タ
ー

サ
ー

ビ
ス

コ
ー

ナ
ー

水
道

部
総

務
課

窓
口

水
道

料
金

お
客

様
セ

ン
タ

ー

5
1
6

1
0

2
2

0
無

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
水

道
部

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

市
民

セ
ン

タ
ー

行
政

情
報

セ
ン

タ
ー

サ
ー

ビ
ス

コ
ー

ナ
ー

水
道

部
総

務
課

窓
口

水
道

料
金

お
客

様
セ

ン
タ

ー

8
明

石
市

火
災

予
防

条
例

の
改

正
消

防
本

部
予

防
課

H
2
8
.
1
1
.
1
5

H
2
8
.
1
2
.
1
4

市
広

報
紙

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
行

政
情

報
セ

ン
タ

ー
予

防
課

窓
口

消
防

各
分

署

1
2

0
0

1
0

0
無

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
予

防
課

窓
口

未
達
成
理
由

実
施
の
公
表
方
法

提
出
意
見
の
検
討

意
見
の
提
出
方
法
（
人
数
）

№
政
策
等
の
名
称

担
当
部
署

意
見
の
提
出
数

募
集
期
間
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（３）審議会等手続（「市民参画手続が必要となった政策等一覧」に掲載されている政策等に関するもの） 

 

 

  

  

  

  

開催
実績

開催
予定

根拠 名称
学識
経験

市職
員

公募市
民

その
他

計 男性 女性 可否 男 女
応募
者数

選考方
法

公募を行わない理
由

可否
H28
実績

公表しない理
由

H28 可否
H28
実績

傍聴

者数

（延)

公開しない理
由

可否
H28
実績

委員数　20人以内
委員数　男女それぞれ

３割以上

公募市民２割以上（公
募可としたものに限

る。）

委員名簿の公表
（公表可としたものに

限る。）

会議の公開
（公開可としたものに

限る。）

会議録の公表
（公表可としたものに

限る。）
H29

1
財政健全化推進市
民会議

財政健全化室 H26.4 条例
明石市財政健全化推
進市民会議条例

財政健全化に係る計画、事務
事業の見直し、施設配置の適
正化等について調査審議す
る。

2 0 4 4 10 8 2 ○ 2 2 8 論文 - ○ ○ - 3 ○ 3 21 - ○ ○ 有
委員要件である関係機
関及び関係団体の代表
者に男性が多いため

有

2
明石文化芸術創生
会議

文化振興課 H21.6 条例
明石文化芸術創生条
例

文化芸術の振興に関する重要
事項を調査審議する。 5 0 2 3 10 6 4 ○ 1 1 6 論文 - ○ ○ - 1 ○ 1 1 - ○ ○ 有 有

3 環境審議会 環境総務課 H11.6 条例
環境の保全及び創造
に関する基本条例

環境基本計画の策定及び変
更、保護地区等の指定並びに
年次報告に関すること等につ
いて調査審議する。

6 0 4 8 18 11 7 ○ 2 2 8 論文 - ○ ○ - 4 ○ 4 22 - ○ ○ 有 有

4 交通安全対策会議 交通安全課 H23.9
法律
条例

交通安全対策基本法
交通安全対策会議条
例

交通安全計画の作成及び陸上
交通の安全に関する総合的な
施策の企画について審議し、
及びその実施の推進を行う。

0 8 3 13 24 19 5 ○ 2 1 3 論文 - ○ ○ - 1 ○ 1 4 - ○ ○ 有

国・県・警察等の他機
関、市民団体など、多
くの関係者の参画が必
要なため（※条例で委
員を25人以内、特別委
員を若干人置くことが
できると定めてい
る。）

主に関係機関の長を選
任しており、それら関
係機関の長が主に男性
であるため

国・県・警察等の他機
関、市民団体など、多
くの関係者の参画が必
要なため公募枠が限ら
れていたから

有

5 都市景観審議会 都市計画課 H4.6 条例 都市景観条例
都市景観の形成に必要な事項
について、調査審議する。

6 0 2 0 8 5 3 ○ 1 1 8
論文及び

面接
- ○ ○ - 1 ○ 1 2 - ○ ○ 有 有

19 8 15 28 70 49 21 5 8 7 33 5 5 10 5 10 50 5 5合　　　計

委員公募 委員名簿の公表 会議の公開
会議録の
公表

個別Ｈ
Ｐの有
無

未達成理由

備考

委員数

審議会等の名称 事務局
設置年
月

設置根拠

主な審議事項
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（４）意見交換会手続 

 

部
名

課
名

年
月
日

曜
日

時
間

場
所

方
法

期
間

２
週
間
前
ま
で
の
実
施
の
公
表

２
以
上
の
方
法
に
よ
る
実
施
の
公

表
２
以
上
の
方
法
に
よ
る
開
催
記
録

の
公
表

1
中

核
市

移
行

に
関

す
る

基
本

的
な

考
え

方
の

策
定

政
策

部
中

核
市

準
備

室

H
2
8
.
6
.
1
6

H
2
8
.
6
.
2
0

H
2
8
.
6
.
3
0

H
2
8
.
6
.
3
0

H
2
8
.
7
.
1
3

H
2
8
.
7
.
1
4

木 月 木 木 水 木

1
3
：

4
5
～

1
4
：

0
0

1
6
：

4
0
～

1
7
：

0
0

1
0
：

0
0
～

1
0
：

5
0

1
4
：

0
5
～

1
4
：

1
5

1
3
：

5
0
～

1
4
：

0
0

1
0
：

3
0
～

1
2
：

0
0

明
石

市
医

師
会

　
多

目
的

ホ
ー

ル
総

合
福

祉
セ

ン
タ

ー
3

階
　

和
室

勤
労

福
祉

セ
ン

タ
ー

2
階

　
会

議
室

本
庁

舎
南

会
議

棟
1
0
3
A
B
会

議
室

市
民

会
館

　
第

1
.
2
会

議
室

明
石

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

　
会

議
室

-
-

中
核

市
へ

移
譲

さ
れ

る
事

務
に

関
連

が
あ

る
団

体

1
5
2

1
8

対
象

者
を

中
核

市
へ

移
譲

さ
れ

る
事

務
に

関
連

の
あ

る
団

体
と

し
て

い
た

こ
と

か
ら

公
表

が
不

要
と

判
断

し
た

た
め

対
象

者
を

中
核

市
へ

移
譲

さ
れ

る
事

務
に

関
連

の
あ

る
団

体
と

し
て

い
た

こ
と

か
ら

公
表

が
不

要
と

判
断

し
た

た
め

対
象

者
を

中
核

市
へ

移
譲

さ
れ

る
事

務
に

関
連

の
あ

る
団

体
と

し
て

い
た

こ
と

か
ら

公
表

が
不

要
と

判
断

し
た

た
め

2
明

石
市

こ
ど

も
総

合
支

援
条

例
の

制
定

こ
ど

も
未

来
部

子
育

て
支

援
課

H
2
8
.
6
.
2
6

H
2
8
.
7
.
1
4

日 木

1
0
:
0
0
～

1
2
:
0
0

1
1
:
3
5
～

1
2
:
2
0

外

明
石

市
役

所
議

会
棟

人
丸

小
学

校
　

外
対

象
者

へ
直

接
通

知
-

子
ど

も
・

子
育

て
会

議
委

員 市
内

の
小

学
６

年
生

児
童

外

1
4
0

3
0

明
石

市
子

ど
も

・
子

育
て

会
議

、
市

議
会

委
員

会
等

で
の

主
な

意
見

の
報

告

特
定

の
対

象
者

に
対

し
て

実
施

し
て

い
る

た
め

特
定

の
対

象
者

に
対

し
て

実
施

し
て

い
る

た
め

3
明

石
市

火
災

予
防

条
例

の
改

正
消

防
本

部
予

防
課

H
2
8
.
1
0
.
1
7

H
2
8
.
1
0
.
2
0

月 木

1
4
:
4
5
～

1
5
:
1
5

1
4
:
4
0
～

1
5
:
0
0

市
防

災
セ

ン
タ

ー
３

階
多

目
的

ホ
ー

ル
対

象
事

業
者

へ
直

接
通

知
-

明
石

防
火

協
会

の
３

部
会

明
石

防
火

協
会

の
２

部
会

4
6

7
市

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

予
防

課
窓

口
特

定
の

対
象

者
に

対
し

て
実

施
し

て
い

る
た

め
特

定
の

対
象

者
に

対
し

て
実

施
し

て
い

る
た

め未
達
成
理
由

実
施
の
公
表

№
政
策
等
の
名
称

担
当
部
署

実
施
日
時
・
場
所

参
加

者
数

意
見
数

開
催
記
録
の
公
表
方

法
参
加
対
象
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（５）その他の手法 

 

部
名

課
名

方
法

期
間

２
週
間
前
ま
で
の
実
施
の
公
表

２
以
上
の
方
法
に
よ
る
実
施
の
公

表
２
以
上
の
方
法
に
よ
る
結
果
の
公

表

1
公

共
施

設
配

置
適

正
化

実
行

計
画

の
策

定
財

務
部

財
政

健
全

化
室

「
明

石
市

公
共

施
設

配
置

適
正

化
実

行
計

画
(
案

)
」

に
つ

い
て

、
ア

ン
ケ

ー
ト

を
実

施
す

る
。

【
期

間
】

H
2
9
.
2
.
1
～

H
2
9
.
2
.
1
5

【
対

象
】

H
2
7
年

度
に

実
施

し
た

公
共

施
設

に
関

す
る

市
民

ア
ン

ケ
ー

ト
(
無

作
為

抽
出

し
た

市
内

在
住

の
1
8
歳

以
上

の
人

（
3
,
0
0
0

人
）

)
回

答
者

の
う

ち
、

同
意

を
得

て
登

録
し

た
施

設
モ

ニ
タ

ー
（

2
7
2
人

）

対
象

者
へ

の
郵

送
又

は
電

子
メ

ー
ル

の
送

信

H
2
9
.
2
.
1
～

H
2
9
.
2
.
1
5

市
内

在
住

の
1
8
歳

以
上

の
人

1
0
5
人

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
財

政
健

全
化

室
窓

口

特
定

の
対

象
者

に
対

し
て

不
定

期
で

ア
ン

ケ
ー

ト
を

実
施

し
て

い
る

た
め

2
明

石
市

こ
ど

も
総

合
支

援
条

例
の

制
定

こ
ど

も
未

来
部

子
育

て
支

援
課

子
ど

も
を

対
象

に
普

段
の

生
活

や
こ

ま
り

ご
と

な
ど

に
つ

い
て

、
ア

ン
ケ

ー
ト

を
実

施
す

る
。

【
期

間
】

H
2
8
.
7
.
4
～

H
2
8
.
7
.
1
1

【
対

象
】

市
内

小
学

校
６

年
生

（
3
0
3
人

）
各

小
学

校
へ

の
依

頼
-

市
内

小
学

校
３

校
の

６
年

生
3
0
3
人

明
石

市
子

ど
も

・
子

育
て

会
議

、
市

議
会

委
員

会
等

で
の

主
な

意
見

の
報

告

特
定

の
対

象
者

に
対

し
て

ア
ン

ケ
ー

ト
を

実
施

し
て

い
る

た
め

特
定

の
対

象
者

に
対

し
て

ア
ン

ケ
ー

ト
を

実
施

し
て

い
る

た
め

未
達
成
理
由

対
象

参
加
者
・
提

出
数
な
ど

結
果
の
公
表
方
法

№
政
策
等
の
名
称

担
当
部
署

具
体
的
内
容

実
施
方
法
（
日
時
・
期
間
・
場
所
な
ど
）

実
施
の
公
表



10 

２制定・改廃に当たり市民参画手続の対象外とした政策等（条例・計画） 

 番
号

公
布
年
月
日

件
　
　
名

要
　
　
旨

区 分
実
施
し
な
か
っ
た
理
由

担
当
課

1
H

2
8
.7

.1
明

石
市

立
学

校
給

食
セ

ン
タ

ー
条

例

市
立

中
学

校
に

お
け

る
学

校
給

食
の

調
理

等
の

業
務

を
実

施
す

る
た

め
、

地
方

教
育

行
政

の
組

織
及

び
運

営
に

関
す

る
法

律
の

規
定

に
基

づ
き

、
本

市
に

学
校

給
食

セ
ン

タ
ー

を
設

置
す

る
こ

と
に

つ
き

、
新

た
に

条
例

を
制

定
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
条
例
第
６
条
第
３
項
第
４
号

学
校
給
食
課

2
H

2
8
.7

.1

明
石

市
議

会
議

員
及

び
明

石
市

長
の

選
挙

に
お

け

る
選

挙
運

動
の

公
営

に
関

す
る

条
例

の
一

部
を

改

正
す

る
条

例

公
職

選
挙

法
施

行
令

の
一

部
改

正
に

伴
い

、
選

挙
運

動
用

自
動

車
の

使
用

、
選

挙
運

動
用

ポ
ス

タ
ー

の
作

成
及

び
選

挙
運

動
用

ビ
ラ

の
作

成
に

係
る

公
費

負
担

限
度

額
を

引
き

上
げ

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判
断
基
準
Ⅰ
⑥

選
挙
管
理
事
務
局

3
H

2
8
.7

.1

議
会

の
議

員
そ

の
他

非
常

勤
の

職
員

の
公

務
災

害

補
償

等
に

関
す

る
条

例
等

の
一

部
を

改
正

す
る

条

例

地
方

公
務

員
災

害
補

償
法

施
行

令
等

の
一

部
改

正
に

伴
い

、
傷

病
補

償
年

金
又

は
休

業
補

償
の

支
給

事
由

と
同

一
の

事
由

に
よ

り
障

害
厚

生
年

金
等

が
支

給
さ

れ
る

場
合

の
調

整
率

を
引

き
上

げ
よ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断
基
準
Ⅰ
⑥

人
事
課

4
H

2
8
.7

.1
明

石
市

財
産

区
立

会
館

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

大
窪

村
財

産
区

立
中

ノ
番

会
館

を
地

元
自

治
会

に
譲

渡
し

、
一

層
地

域
に

密
着

し
た

施
設

と
す

る
た

め
、

財
産

区
立

会
館

と
し

て
の

当
該

会
館

を
廃

止
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判
断
基
準
Ⅰ
②

管
財
課

5
H

2
8
.9

.3
0

明
石

市
民

セ
ン

タ
ー

設
置

条
例

の
一

部
を

改
正

す

る
条

例

市
民

セ
ン

タ
ー

の
所

管
区

域
が

、
そ

の
位

置
す

る
町

の
全

域
で

あ
る

こ
と

を
明

ら
か

に
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ａ
条
例
第
６
条
第
３
項
５
号

大
久
保
市
民
セ
ン

タ
ー

6
H

2
8
.9

.3
0

あ
か

し
男

女
共

同
参

画
セ

ン
タ

ー
条

例
の

一
部

を

改
正

す
る

条
例

地
方

自
治

法
の

規
定

に
基

づ
く

指
定

管
理

者
制

度
の

導
入

に
当

た
り

、
指

定
管

理
者

が
行

う
業

務
の

範
囲

等
を

定
め

る
ほ

か
、

所
要

の
整

備
を

図
ろ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断
基
準
Ⅰ
①

男
女
共
同
参
画
課

＜
条

例
＞

※
「

区
分

」
の

Ａ
、

Ｃ
は

、
「

⑸
　

参
考

：
市

民
参

画
手

続
の

実
施

に
関

す
る

判
断

基
準

・
フ

ロ
ー

図
」

の
「

①
判

断
基

準
」

に
記

載
の

図
に

あ
る

Ａ
、

Ｃ
を

指
し

ま
す

。

※
「

実
施

し
な

か
っ

た
理

由
」

の
判

断
基

準
①

～
⑩

は
、

「
⑸

　
参

考
：

市
民

参
画

手
続

の
実

施
に

関
す

る
判

断
基

準
・

フ
ロ

ー
図

」
の

「
①

判
断

基
準

」
に

記
載

の
表

の
①

～
⑩

を
指

し
ま

す
。

※
参

考
：

市
民

参
画

条
例

第
6
条

第
3
項

各
号

　
（

1
）

市
税

の
賦

課
徴

収
に

関
す

る
も

の
（

地
方

税
法

（
昭

和
2
5
年

法
律

第
2
2
6
号

）
第

5
条

第
3
項

又
は

第
7
項

の
規

定
に

よ
り

税
目

を
起

こ
す

こ
と

そ
の

他
市

長
が

特
に

必
要

と
認

め
る

事
項

を
除

く
。

  
  
  
  
そ

の
他

金
銭

の
徴

収
に

関
す

る
も

の

　
（

2
）

予
算

の
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
る

補
助

金
そ

の
他

の
金

銭
の

給
付

に
関

す
る

も
の

。

　
（

3
）

法
令

（
法

律
、

法
律

に
基

づ
く

命
令

（
告

知
を

含
む

。
）

並
び

に
条

例
及

び
規

則
を

い
う

。
以

下
同

じ
。

）
に

基
づ

く
事

項
で

、
市

長
等

に
お

い
て

裁
量

の
余

地
が

な
い

も
の

　
（

4
）

市
長

等
の

期
間

内
部

の
事

務
処

理
に

関
す

る
も

の

　
（

5
）

関
係

法
令

の
改

正
に

伴
う

規
定

の
整

備
そ

の
他

軽
易

な
事

項
で

あ
る

も
の

　
（

6
）

特
に

緊
急

の
必

要
の

た
め

、
作

成
す

べ
き

も
の

で
あ

っ
て

、
市

民
参

画
手

続
を

行
う

暇
が

な
い

も
の



11 

  

  

7
H

2
8
.9

.3
0

明
石

市
生

涯
学

習
セ

ン
タ

ー
条

例
の

一
部

を
改

正

す
る

条
例

地
方

自
治

法
の

規
定

に
基

づ
く

指
定

管
理

者
制

度
の

導
入

に
当

た
り

、
指

定
管

理
者

が
行

う
業

務
の

範
囲

等
を

定
め

る
ほ

か
、

所
要

の
整

備
を

図
ろ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断
基
準
Ⅰ
①

生
涯
学
習
セ
ン

タ
ー

8
H

2
8
.9

.3
0

明
石

市
指

定
地

域
密

着
型

サ
ー

ビ
ス

に
係

る
事

業

者
の

指
定

に
関

す
る

基
準

を
定

め
る

条
例

の
一

部

を
改

正
す

る
条

例

介
護

保
険

法
の

一
部

改
正

に
よ

り
、

定
員

１
８

人
以

下
の

通
所

介
護

を
行

う
事

業
所

（
地

域
密

着
型

通
所

介
護

事
業

所
）

の
指

定
権

限
が

県
か

ら
市

に
移

行
し

た
こ

と
に

伴
い

、
そ

の
指

定
等

に
つ

い
て

必
要

な
基

準
を

定
め

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ａ
条
例
第
６
条
第
３
項
第
３
号

高
年
介
護
室

9
H

2
8
.1

2
.2

6
外

国
の

地
方

公
共

団
体

の
機

関
等

に
派

遣
さ

れ
る

明
石

市
職

員
の

処
遇

等
に

関
す

る
条

例

外
国

の
地

方
公

共
団

体
の

機
関

等
に

派
遣

さ
れ

る
一

般
職

の
地

方
公

務
員

の
処

遇
等

に
関

す
る

法
律

に
基

づ
き

、
外

国
の

地
方

公
共

団
体

の
機

関
等

に
派

遣
さ

れ
る

職
員

の
処

遇
等

を
定

め
る

た
め

、
新

た
に

条
例

を
制

定
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判
断
基
準
Ⅰ
⑦

人
事
課

1
0

H
2
8
.1

2
.2

6
明

石
市

農
業

委
員

会
の

委
員

等
の

定
数

に
関

す
る

条
例

農
業

委
員

会
等

に
関

す
る

法
律

の
一

部
改

正
に

伴
い

、
農

業
委

員
会

の
委

員
及

び
農

地
利

用
最

適
化

推
進

委
員

の
定

数
を

定
め

る
た

め
、

新
た

に
条

例
を

制
定

し
よ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断
基
準
Ⅰ
①
、
③

農
業
委
員
会
事
務

局

1
1

H
2
8
.1

2
.2

6
明

石
市

市
税

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

平
成

２
８

年
度

税
制

改
正

に
お

け
る

地
方

税
法

等
の

一
部

改
正

に
伴

い
、

軽
自

動
車

税
の

グ
リ

ー
ン

化
特

例
を

延
長

す
る

ほ
か

、
所

要
の

整
備

を
図

ろ
う

と
す

る
も

の
。

Ａ
条
例
第
６
条
第
３
項
第
５
号

税
制
課

1
2

H
2
8
.1

2
.2

6
明

石
市

国
民

健
康

保
険

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

外
国

人
等

の
国

際
運

輸
業

に
係

る
所

得
に

対
す

る
相

互
主

義
に

よ
る

所
得

税
等

の
非

課
税

に
関

す
る

法
律

の
一

部
改

正
に

伴
い

、
国

民
健

康
保

険
料

の
算

定
の

特
例

を
定

め
よ

う
と

す
る

も
の

。
Ａ

条
例
第
６
条
第
３
項
第
３
号

国
民
健
康
保
険
課

1
3

H
2
8
.1

2
.2

6
明

石
市

都
市

公
園

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

道
路

交
通

法
の

一
部

改
正

に
よ

り
、

自
動

車
の

種
類

と
し

て
準

中
型

自
動

車
が

新
設

さ
れ

た
こ

と
に

伴
い

、
駐

車
場

使
用

料
の

規
定

に
つ

い
て

所
要

の
整

備
を

図
ろ

う
と

す
る

も
の

。
Ａ

条
例
第
６
条
第
３
項
５
号

緑
化
公
園
課

1
4

H
2
8
.1

2
.2

6
明

石
市

職
員

の
給

与
に

関
す

る
条

例
等

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

人
事

院
勧

告
に

基
づ

く
国

家
公

務
員

の
給

与
改

定
の

取
扱

い
に

準
じ

て
、

本
市

一
般

職
の

職
員

の
給

料
月

額
、

扶
養

手
当

の
額

及
び

勤
勉

手
当

の
支

給
率

等
を

改
定

す
る

と
と

も
に

、
国

公
準

拠
を

基
本

と
し

た
給

与
水

準
の

適
正

化
を

図
る

た
め

、
定

期
昇

給
を

停
止

又
は

半
減

す
る

措
置

を
講

じ
よ

う
と

す
る

も
の

。

Ｃ
判
断
基
準
Ⅰ
⑦

人
事
課

1
5

H
2
8
.1

2
.2

6

明
石

市
特

別
職

の
職

員
の

給
与

に
関

す
る

条
例

及

び
明

石
市

公
営

企
業

管
理

者
の

設
置

及
び

給
与

等

に
関

す
る

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

人
事

院
勧

告
を

踏
ま

え
た

本
市

一
般

職
の

職
員

の
給

与
改

定
の

取
扱

い
に

準
じ

て
、

本
市

の
特

別
職

の
職

員
及

び
公

営
企

業
管

理
者

の
期

末
手

当
の

支
給

率
を

引
き

上
げ

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判
断
基
準
Ⅰ
⑦

人
事
課

1
6

H
2
9
.3

.2
7

明
石

市
事

務
分

掌
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

中
核

市
へ

の
円

滑
な

移
行

及
び

「
明

石
市

ま
ち

・
ひ

と
・

し
ご

と
創

生
総

合
戦

略
」

の
推

進
を

図
る

た
め

、
部

を
廃

止
し

局
制

を
導

入
す

る
な

ど
組

織
の

抜
本

的
な

見
直

し
を

行
お

う
と

す
る

も
の

。
Ａ

条
例
第
６
条
第
３
項
第
４
号

総
務
課

1
7

H
2
9
.3

.2
7

明
石

市
公

告
式

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

事
務

の
効

率
化

の
観

点
か

ら
、

条
例

、
規

則
等

の
公

布
方

法
の

見
直

し
を

図
ろ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断
基
準
Ⅰ
⑦

総
務
課
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1
8

H
2
9
.3

.2
7

明
石

市
個

人
番

号
の

利
用

に
関

す
る

条
例

の
一

部

を
改

正
す

る
条

例

行
政

手
続

に
お

け
る

特
定

の
個

人
を

識
別

す
る

た
め

の
番

号
の

利
用

等
に

関
す

る
法

律
（

以
下

「
番

号
法

」
と

い
う

。
）

に
お

い
て

年
金

関
係

情
報

が
特

定
個

人
情

報
（

個
人

番
号

を
そ

の
内

容
に

含
む

個
人

情
報

）
に

追
加

さ
れ

た
こ

と
に

伴
い

、
庁

内
に

お
い

て
年

金
関

係
情

報
を

部
署

を
ま

た
い

で
利

用
（

連
携

利
用

）
で

き
る

よ
う

に
す

る
に

当
た

り
、

連
携

利
用

で
き

る
特

定
個

人
情

報
に

つ
い

て
定

め
た

規
定

を
見

直
す

ほ
か

、
所

要
の

整
備

を
図

ろ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判
断
基
準
Ⅰ
⑦

総
務
課

1
9

H
2
9
.3

.2
7

明
石

市
一

般
職

の
任

期
付

職
員

の
採

用
並

び
に

勤

務
時

間
及

び
給

与
等

に
関

す
る

条
例

の
一

部
を

改

正
す

る
条

例

人
事

院
勧

告
を

踏
ま

え
た

本
市

一
般

職
の

給
与

改
定

に
準

じ
、

任
期

付
短

時
間

勤
務

職
員

の
給

料
月

額
を

引
き

上
げ

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判
断
基
準
Ⅰ
⑦

人
事
課

2
0

H
2
9
.3

.2
7

明
石

市
職

員
の

勤
務

時
間

そ
の

他
の

勤
務

条
件

に

関
す

る
条

例
及

び
明

石
市

職
員

の
育

児
休

業
等

に

関
す

る
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

地
方

公
務

員
の

育
児

休
業

等
に

関
す

る
法

律
及

び
育

児
休

業
、

介
護

休
業

等
育

児
又

は
家

族
介

護
を

行
う

労
働

者
の

福
祉

に
関

す
る

法
律

の
一

部
改

正
に

伴
い

、
介

護
休

暇
、

育
児

休
業

等
の

取
得

要
件

を
緩

和
す

る
と

と
も

に
、

介
護

時
間

の
制

度
を

新
設

す
る

ほ
か

、
所

要
の

整
備

を
図

ろ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判
断
基
準
Ⅰ
⑧

人
事
課

2
1

H
2
9
.3

.2
7

明
石

市
建

設
関

係
手

数
料

徴
収

条
例

の
一

部
を

改

正
す

る
条

例

建
築

物
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
性

能
の

向
上

に
関

す
る

法
律

の
施

行
に

伴
い

、
一

定
の

建
築

物
に

対
す

る
建

築
物

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
性

能
適

合
性

判
定

に
係

る
手

数
料

を
新

設
す

る
と

と
も

に
、

同
法

の
施

行
に

伴
い

低
炭

素
建

築
物

の
認

定
基

準
が

改
正

さ
れ

た
こ

と
か

ら
、

当
該

認
定

に
係

る
手

数
料

を
見

直
す

ほ
か

、
所

要
の

整
備

を
図

ろ
う

と
す

る
も

の
。

Ａ
条
例
第
６
条
第
３
項
第
５
号

建
築
安
全
課

2
2

H
2
9
.3

.2
7

あ
か

し
こ

ど
も

広
場

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条

例

市
民

の
利

用
を

促
進

す
る

た
め

、
一

時
保

育
ル

ー
ム

の
使

用
料

の
見

直
し

及
び

親
子

交
流

ス
ペ

ー
ス

の
使

用
料

の
新

設
の

ほ
か

、
所

要
の

整
備

を
図

ろ
う

と
す

る
も

の
。

Ａ
条
例
第
６
条
第
３
項
第
１
号

子
育
て
支
援
課

こ
ど
も
育
成
室

2
3

H
2
9
.3

.2
7

明
石

市
立

認
定

こ
ど

も
園

条
例

及
び

明
石

市
立

保

育
所

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

児
童

福
祉

法
の

一
部

改
正

に
伴

い
、

規
定

の
整

備
を

図
ろ

う
と

す
る

も
の

。

Ｃ
判
断
基
準
Ⅰ
⑧

こ
ど
も
育
成
室

2
4

H
2
9
.3

.2
7

明
石

市
墓

園
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

明
石

市
石

ケ
谷

墓
園

に
合

葬
式

墓
地

を
新

た
に

設
置

す
る

こ
と

に
伴

い
、

そ
の

使
用

者
等

を
定

め
る

ほ
か

、
所

要
の

整
備

を
図

ろ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判
断
基
準
Ⅰ
④

緑
化
公
園
課

2
5

H
2
9
.3

.2
7

明
石

市
立

産
業

交
流

セ
ン

タ
ー

条
例

の
一

部
を

改

正
す

る
条

例

明
石

市
立

産
業

交
流

セ
ン

タ
ー

の
一

部
を

廃
止

し
て

保
健

所
を

整
備

す
る

こ
と

及
び

利
用

者
の

利
便

性
の

向
上

を
図

る
た

め
展

示
場

を
部

分
使

用
で

き
る

よ
う

に
す

る
こ

と
に

伴
い

、
利

用
料

金
表

を
改

定
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ａ
条
例
第
６
条
第
３
項
第
１
号

産
業
政
策
課

2
6

H
2
9
.3

.2
7

明
石

市
農

業
共

済
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

農
家

の
経

営
の

安
定

及
び

共
済

事
業

へ
の

加
入

の
促

進
を

図
る

た
め

、
農

作
物

共
済

及
び

園
芸

施
設

共
済

に
係

る
事

務
費

賦
課

金
を

引
き

下
げ

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判
断
基
準
Ⅰ
④

農
水
産
課

2
7

H
2
9
.3

.2
7

明
石

市
職

員
の

給
与

に
関

す
る

条
例

等
の

一
部

を

改
正

す
る

条
例

こ
ど

も
園

に
勤

務
す

る
保

育
教

諭
に

係
る

処
遇

の
一

元
化

を
図

る
た

め
、

保
育

教
諭

の
う

ち
幼

稚
園

教
諭

で
あ

っ
た

者
に

つ
い

て
、

行
政

職
給

料
表

を
適

用
す

る
と

と
も

に
、

幼
稚

園
教

育
職

給
料

表
か

ら
の

切
替

え
に

伴
う

経
過

措
置

を
定

め
る

ほ
か

、
所

要
の

整
備

を
図

ろ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判
断
基
準
Ⅰ
⑦

人
事
課



                                                                            13 

３ 平成 2８年度に設置していたすべての審議会等の状況 

（１）法律・条例に基づくもの 

 
 

 

根拠 名称
学識
経験

市職
員

公募市
民

その
他

計 男性 女性 可否 男 女
応募
者数

選考方
法

公募を行わない理
由

可否
H28
実績

公表しない理
由

H28 可否
H28
実績

傍聴

者数

（延)

公開しない理
由

可否
H28
実績

委員数　20人以内
委員数　男女それぞれ

３割以上

公募市民２割以上（公
募可としたものに限

る。）

委員名簿の公表
（公表可としたものに

限る。）

会議の公開
（公開可としたものに

限る。）

会議録の公表
（公表可としたものに

限る。）
H29

1 国民保護協議会
総合安全対策
局

H18.4
法律
条例

国民保護法
国民保護条例

国民の保護のための措置に関
する重要事項を審議する。 3 11 0 22 36 30 6 × - - - -

法に定められた関
係機関から選出す
るほか、専門的な
知識･経験が必要な
ため

○ ○ - 0 ○ - - - ○ - 有

国民保護の措置を行う
主要な機関をすべて含
めて組織する必要があ
るため（※条例で40人
以内と定めている）

限られた関係機関に対
する充て職であるため
（関係機関には代表に
こだわらない人選を依
頼している）

有

2 防災会議
総合安全対策
局

S38.6
法律
条例

災害対策基本法
防災会議条例

・地域防災計画を作成し、そ
の実施を推進する。
・市の水防計画その他水防に
関し重要な事項を調査審議す
る。
・市の地域に係る防災に関す
る重要事項を審議する。

3 10 0 15 28 24 4 × - - - -

法令及び条例に定
められた関係機関
から選出するほ
か、専門的な知識･
経験が必要なため

○ ○ - 0 ○ - - - ○ - 有

災害対応を行う主要な
機関をすべて含めて組
織する必要があるため
（※条例で30人以内と
定めている）

限られた関係機関に対
する充て職であるため
（関係機関には代表に
こだわらない人選を依
頼している）

有

3
個人情報保護審議
会

市民相談室 H13.4 条例 個人情報保護条例
個人情報保護制度の運営全般
に関する事項を調査審議す
る。

5 0 0 0 5 4 1 × - - - -

法令の解釈などの
専門的な知識が必
要なため

○ ○ - 3 × - -
非開示情報を
扱うため × - 有

法令の解釈などの専門
的知識が必要であり、
男女比を考慮しにくい
ため

有

4 情報公開審査会 市民相談室 S63.6 条例 情報公開条例
不服申立事案及び情報公開制
度に関する重要事項を調査審
議する。

5 0 0 0 5 4 1 × - - - -

法令の解釈などの
専門的な知識が必
要なため

○ ○ - 1 × - -
非公開情報を
扱うため × - 有

法令の解釈などの専門
的知識が必要であり、
男女比を考慮しにくい
ため

有

5
公務災害補償等認
定委員会

人事課 S42.12 条例

議会の議員その他非
常勤の職員の公務災
害補償等に関する条
例

公務災害及び通勤災害に係る
認定事項について調査審議す
る。

1 1 0 3 5 4 1 × - - - -
専門的な知識が必
要なため × -

認定の公平
性・中立性を
保持するため

0 × - -
個人情報を扱
うため × - 無

委員要件（専門的知識
を有する者）に合致す
る女性が少ないため

有 随時開催

6
公務災害補償等審
査会

人事課 S42.12 条例

議会の議員その他非
常勤の職員の公務災
害補償等に関する条
例

公務災害、補償金額に関する
申立事項について調査審議す
る。

1 0 0 2 3 3 0 × - - - -
専門的な知識が必
要なため

× -
審査の公平
性・中立性を
保持するため

0 × - -
個人情報を扱
うため

× - 無
委員要件（専門的知識
を有する者）に合致す
る女性が少ないため

有 随時開催

7
特別職報酬等審議
会

人事課 S41.10 条例
附属機関の設置に関
する条例

議員報酬の額及び市長及び副
市長の給料の額について審査
し、市長に意見の申出を行
う。

1 0 4 6 11 8 3 ○ 1 1 5
論文及び

面接
- ○ ○ - 3 ○ 3 3 - ○ ○ 有

委員要件（学識経験を
有する者・専門的知識
を有する者）に合致す
る女性が少ないため

有

8
職員分限・懲戒等
及び退職手当審査
会

人事課 H24.4 条例
附属機関の設置に関
する条例

職員の分限及び懲戒並びに退
職手当の支給制限等について
審議する。

3 2 2 0 7 6 1 ○ 2 0 5
論文及び

面接
- × -

審査の公平
性・中立性を
保持するため

2 × - -
個人情報を扱
うため × - 無

委員要件（学識経験を
有する者・専門的知識
を有する者）に合致す
る女性が少ないため

有

9
財政健全化推進市
民会議

財政健全化室 H26.4 条例
明石市財政健全化推
進市民会議条例

財政健全化に係る計画、事務
事業の見直し、施設配置の適
正化等について調査審議す
る。

2 0 4 4 10 8 2 ○ 2 2 8 論文 - ○ ○ - 3 ○ 3 21 - ○ ○ 有
委員要件である関係機
関及び関係団体の代表
者に男性が多いため

有

10
鳥羽厚生館運営委
員会

S62.9 3 0 0 9 12 7 5 × - - - -

地域住民からの
ニーズを把握する
ために、各種団体
から選出している
ため

× -
人権への配慮
から

2 × - -
個人情報保護
のため

× - 無 有

11
弁財天厚生館運営
委員会

S62.9 1 1 0 9 11 7 4 × - - - -

地域住民からの
ニーズを把握する
ために、各種団体
から選出している
ため

× -
人権への配慮
から

2 × - -
個人情報保護
のため

× - 無 有

12
松陰厚生館運営委
員会

S62.9 1 0 0 13 14 8 6 × - - - -

地域住民からの
ニーズを把握する
ために、各種団体
から選出している
ため

× -
人権への配慮
から

2 × - -
個人情報保護
のため

× - 無 有

13
西大窪厚生館運営
委員会

S62.9 2 0 0 11 13 8 5 × - - - -

地域住民からの
ニーズを把握する
ために、各種団体
から選出している
ため

× -
人権への配慮
から

2 × - -
個人情報保護
のため

× - 無 有

14
西八木厚生館運営
委員会

S62.9 3 0 0 12 15 10 5 × - - - -

地域住民からの
ニーズを把握する
ために、各種団体
から選出している
ため

× -
人権への配慮
から

2 × - -
個人情報保護
のため

× - 無 有

15
美里厚生館運営委
員会

S63.1 2 0 0 12 14 6 8 × - - - -

地域住民からの
ニーズを把握する
ために、各種団体
から選出している
ため

× -
人権への配慮
から

2 × - -
個人情報保護
のため

× - 無 有

16
上西厚生館運営委
員会

S63.1 2 0 0 13 15 10 5 × - - - -

地域住民からの
ニーズを把握する
ために、各種団体
から選出している
ため

× -
人権への配慮
から

2 × - -
個人情報保護
のため

× - 無 有

17 市民参画推進会議
市民協働推進
室

H23.4 条例 市民参画条例
市民参画条例の運用課題等に
ついて審議する。

2 0 4 4 10 5 5 ○ 2 2 4 論文 - ○ ○ - 1 ○ 1 5 - ○ ○ 有 有

厚生館条例

厚生館の運営方針、並びに厚
生館が自ら企画実施する主要
事業等に関して、協議・提言
を行う。

審議会等の名称 事務局
設置年
月

主な審議事項

人権推進課 条例

個別Ｈ
Ｐの有
無

備考
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根拠 名称
学識
経験

市職
員

公募市
民

その
他

計 男性 女性 可否 男 女
応募
者数

選考方
法

公募を行わない理
由

可否
H28
実績

公表しない理
由

H28 可否
H28
実績

傍聴

者数

（延)

公開しない理
由

可否
H28
実績

委員数　20人以内
委員数　男女それぞれ

３割以上

公募市民２割以上（公
募可としたものに限

る。）

委員名簿の公表
（公表可としたものに

限る。）

会議の公開
（公開可としたものに

限る。）

会議録の公表
（公表可としたものに

限る。）
H29

18
国民健康保険運営
協議会

国民健康保険
課

S34.4
法律
条例

国民健康保険法
国民健康保険条例

国民健康保険事業の運営に関
する重要事項を審議する。

4 0 3 4 11 7 4 ○ 1 2 4 論文 - ○ ○ - 2 ○ 2 3 - ○ ○ 有 有

19
地方独立行政法人
明石市立市民病院
評価委員会

地域医療課 H22.9
法律
条例

地方独立行政法人法
地方独立行政法人明
石市立市民病院評価
委員会条例

・各事業年度及び中期目標期
間の業務実績評価結果を踏ま
え、法人へ業務運営の改善を
勧告する。
・中期目標を作成・変更する
際に意見する。
・中期計画の作成、変更を市
長が認可する際に意見する。

5 0 0 0 5 4 1 × - - - -
医療又は経営等の
知識が必要なため ○ ○ - 4 ○ 4 2 - ○ ○ 有

条例に定める委員の資
格から、学識経験者や
医療関係者など対象者
が限られるため

有

20
明石文化芸術創生
会議

文化振興課 H21.6 条例
明石文化芸術創生条
例

文化芸術の振興に関する重要
事項を調査審議する。 5 0 2 3 10 6 4 ○ 1 1 6 論文 - ○ ○ - 1 ○ 1 1 - ○ ○ 有 有

21 文化財審議会 文化振興課 S41.12
法律
条例

文化財保護法
文化財保護条例

文化財の保存及び活用に関し
必要な調査研究を行うため審
議を行う。

5 0 0 0 5 5 0 × - - - -

文化に関し高度な
専門的な知識が必
要なため

○ ○ - 1 ○ 1 0 - ○ ○ 有
文化財に係る専門分野
で女性の適任者がいな
かったため

有

22 民生委員推薦会 福祉総務課 S23.7 法律 民生委員法
民生委員・児童委員候補者の
推薦を行う。

1 2 0 10 13 9 4 × - - - -

人選に関する審議
内容で、個人のプ
ライバシーに関す
るものであるため

○ ○ - 4 × - -

厚生労働省通
知で非公開と
されているた
め

× - 無 有

現委員の任期は

H26.2.5～H29.2.4

であり、一旦満

了。H29.5.30～委

員構成を一部変更

し委嘱予定。

23
明石市手話言語等
コミュニケーショ
ン施策推進協議会

福祉総務課 H27.11
条例

手話言語を確立する
とともに要約筆記・
点字・音訳等障害者
のコミュニケーショ
ン手段の利用を促進
する条例

手話言語・障害者コミュニ
ケーション条例に基づく具体
的な施策の検討

2 0 3 10 15 8 7 ○ 1 2 4 論文 - ○ ○ - 2 ○ 2 0 - ○ ○ 有 有

24

明石市障害者の差
別の解消を支援す
る地域づくり協議
会

福祉総務課 H28.５
条例

明石市障害者に対す
る配慮を促進し誰も
が安心して暮らせる
共生のまちづくり条
例

障害者配慮条例に基づく具体
的な施策の検討

1 0 4 13 18 12 6 ○ 2 2 8 論文 - ○ ○ - 4 ○ 4 10 - ○ ○ 有 有 新設

25
障害者介護認定等
審査会

障害福祉課 H18.4
法律
条例

障害者総合支援法
障害者総合支援法の
施行に関する条例

障害支援区分認定等に関する
審査判定を行う。

17 0 0 10 27 18 9 × - - - -

障害者の実情に通
じ、障害保健福祉
の学識経験が必要
なため

× -
審議の公平
性・中立性を
保持するため

38 × - -
個人情報を扱
うため

× - 無 有

26 介護認定審査会 高年介護室 H11.10 法律 介護保険法
介護保険の要介護認定等に関
する審査判定を行う。 85 0 0 0 85 48 37 × - - - -

保健、医療又は福
祉に関する学識経
験が必要なため

× -
審議の公平
性・中立性を
保持するため

395 × - -
個人情報を扱
うため × - 無

取扱件数が多いため、
26の合議体を置き、分
担して審査判定を行っ
ているため（※条例で
定数105人以下と定め
ている）

有

27
子ども・子育て会
議

こども育成室 H25.9
法律
条例

子ども・子育て支援
法
子ども・子育て会議
条例

子ども・子育て支援事業計画
の策定又は変更に関する事項
等について調査審議する。

2 2 4 12 20 11 9 ○ 4 0 4 論文 - ○ ○ - 3 ○ 3 59 - ○ ○ 有 有

28 環境審議会 環境総務課 H11.6 条例
環境の保全及び創造
に関する基本条例

環境基本計画の策定及び変
更、保護地区等の指定並びに
年次報告に関すること等につ
いて調査審議する。

6 0 4 8 18 11 7 ○ 2 2 8 論文 - ○ ○ - 4 ○ 4 22 - ○ ○ 有 有

29
農業共済損害評価
会

農水産課 S45.10
法律
条例

農業災害補償法
農業共済条例

共済事故の認定に関する重要
事項（農作物共済：損害評価
に関する当初評価高、家畜共
済：家畜共済評価基準、園芸
施設共済：損害の防止）につ
いて調査審議する。

19 2 0 0 21 16 5 × - - - -

農業共済事業及び
農作物又は家畜、
園芸に関する学識
経験が必要なため

○ ○ - 3 × - -
個人情報を扱
うため

× - 無

分野に応じて３つの部
会を置いており、それ
ぞれの専門分野の委員
が必要となるため（※
条例で25人以内と定め
ている）

委員要件として専門分
野の知識と経験が必要
であり人材が限定され
るため

有

30 交通安全対策会議 交通安全課 H23.9
法律
条例

交通安全対策基本法
交通安全対策会議条
例

交通安全計画の作成及び陸上
交通の安全に関する総合的な
施策の企画について審議し、
及びその実施の推進を行う。

0 8 3 13 24 19 5 ○ 2 1 3 論文 - ○ ○ - 1 ○ 1 4 - ○ ○ 有

国・県・警察等の他機
関、市民団体など、多
くの関係者の参画が必
要なため（※条例で委
員を25人以内、特別委
員を若干人置くことが
できると定めてい
る。）

主に関係機関の長を選
任しており、それら関
係機関の長が主に男性
であるため

国・県・警察等の他機
関、市民団体など、多
くの関係者の参画が必
要なため公募枠が限ら
れていたから

有

審議会等の名称 事務局
設置年
月

主な審議事項
個別Ｈ
Ｐの有
無

備考
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根拠 名称
学識
経験

市職
員

公募市
民

その
他

計 男性 女性 可否 男 女
応募
者数

選考方
法

公募を行わない理
由

可否
H28
実績

公表しない理
由

H28 可否
H28
実績

傍聴

者数

（延)

公開しない理
由

可否
H28
実績

委員数　20人以内
委員数　男女それぞれ

３割以上

公募市民２割以上（公
募可としたものに限

る。）

委員名簿の公表
（公表可としたものに

限る。）

会議の公開
（公開可としたものに

限る。）

会議録の公表
（公表可としたものに

限る。）
H29

31 住居表示審議会 都市計画課 S37.10 条例
附属機関の設置に関
する条例

住居表示整備事業に関する重
要事項について調査審議す
る。

3 0 0 3 6 5 1 × - - - -

審議内容が専門的
な内容であること
及び住居表示の実
施については特定
の地域に限定され
るため

○ ○ - 0 ○ - - - ○ - 有

関係機関からの推薦に
男性が多いため。宛職
を除いた委員枠で算定
すると達成している。

無

32 都市計画審議会 都市計画課 H12.4
法律
条例

都市計画法
都市計画審議会条例

都市計画に関する事項を調査
審議する。 5 0 3 9 17 14 3 ○ 2 1 8

論文及び

面接
- ○ ○ - 2 ○ 2 6 - ○ ○ 有

関係機関からの推薦に
男性が多いため。宛職
を除いた委員枠で算定
すると達成している。

市議会議員について
は、委員選定人数が別
途規定されているた
め。市議会議員を除い
た委員枠で算定すると
達成している。

有

33 都市景観審議会 都市計画課 H4.6 条例 都市景観条例
都市景観の形成に必要な事項
について、調査審議する。

6 0 2 0 8 5 3 ○ 1 1 8
論文及び

面接
- ○ ○ - 1 ○ 1 2 - ○ ○ 有 有

34
ホテル等建築審査
会

都市計画課 H17.5 条例

教育環境保全のため
のラブホテル、パチ
ンコ店及びゲームセ
ンターの建築等の規
制に関する条例

ホテル等の建築等に関する事
項を調査審議する。 5 0 0 0 5 3 2 × - - - -

専門的な知識が必
要なため × -

事業者や市民
より、直接委
員に問い合わ
せ等が入る可
能性があるた
め

1 ○ - - - ○ - 有 無

35

東播都市計画事業
西明石土地区画整
理（鳥羽新田地
区）審議会

区画整理課 H6.4
法律
条例

土地区画整理法
東播都市計画事業西
明石土地区画整理事
業（鳥羽新田地区）
施行規程

換地計画、仮換地の指定及び
減価補償金の交付に関する事
項について審議する。

2 0 0 8 10 10 0 × - - - -

法で委員の選出区
分が定められてい
るため

○ ○ - 0 × - -

公正円滑な議
事運営及び財
産等個人情報
が含まれる案
件を扱うため

× - 有

被選挙権は施行地区内
の土地所有権者及び借
地権者に限られ(土地
区画整理法第58条第1
項)、また、立候補
制、推薦制を採用して
いるため、委員構成に
ついて市が関与する余
地がないため

無

36
大久保駅前 (東工
区）土地区画整理
審議会

H12.4 2 0 0 8 10 10 0 × - - - -

法で委員の選出区
分が定められてい
るため

○ ○ - 0 × - -

公正円滑な議
事運営及び財
産等個人情報
が含まれる案
件を扱うため

× - 有

被選挙権は施行地区内
の土地所有権者及び借
地権者に限られ(土地
区画整理法第58条第1
項)、また、立候補
制、推薦制を採用して
いるため、委員構成に
ついて市が関与する余
地がないため

無

37
大久保駅前 (西工
区）土地区画整理
審議会

H12.4 2 0 0 7 9 9 0 × - - - -

法で委員の選出区
分が定められてい
るため

○ ○ - 0 × - -

公正円滑な議
事運営及び財
産等個人情報
が含まれる案
件を扱うため

× - 有

被選挙権は施行地区内
の土地所有権者及び借
地権者に限られ(土地
区画整理法第58条第1
項)、また、立候補
制、推薦制を採用して
いるため、委員構成に
ついて市が関与する余
地がないため

無

38 建築審査会 建築安全課 S53.4
法律
条例

建築基準法
建築審査会条例

建築基準法に規定する同意及
び審査請求に対する裁決を行
う。

6 0 0 1 7 4 3 × - - - -

法で委員の選出区
分が定められてい
るため

× -
審議の公平
性・中立性を
保持するため

3 × - -

法94条3項の公
開による口頭
審査等を除き
非公開

× - 無 有

39 開発事業審議会 開発審査課 H20．5 条例
開発事業における手
続及び基準等に関す
る条例

開発事業に係る工事の停止そ
の他違反を是正するために必
要な措置を講ずるように勧告
した事業者が当該勧告に従わ
なかった場合の公表に係る事
項及び当該条例の運用に関す
る重要事項の審議を行う。

3 0 0 0 3 2 1 × - - - -

法律、都市計画、
建築又は行政に関
し優れた知識及び
経験を要するため

○ ○ - 0 × - -

事業者の個人
情報（氏名、
住所等）の公
表に係る事項
を審議するた
め

× - 有 有

40 開発審査会 開発審査課 H14.4
法律
条例

都市計画法
開発審査会条例

開発許可等の処分に係る審査
請求に対する裁決を行う。
市街化調整区域における特例
の開発許可等に関する審議を
行う。

5 0 0 0 5 4 1 × - - - -

法律で委員の選出
区分が定められ、
学識経験者等が必
要であるため

○ ○ - 2 × - -
非開示情報を
扱うため

× - 有
委員要件である専門分
野の知識と経験を持つ
者に女性が少ないため

非開示情報を扱うため 有

41
市立学校通学区域
審議会

教育委員会事
務局総務課

S41.10 条例
教育委員会附属機関
の設置に関する条例

明石市立学校の通学区域の設
定、変更等について調査審議
する。

4 1 0 9 14 11 3 × - - - -

市民生活に直接的
な影響がある審議
事項であり、審議
の中立性を確保す
るため、委員につ
いては、連合まち
づくり協議会役
員、市立幼・小・
中PTA役員などから
委嘱しているため

○ ○ - 4 ○ 4 15 - ○ ○ 有

学識経験者以外の委員
については、連合
PTA、連合まちづくり
協議会など、各所属団
体からの推薦により委
嘱しており、男女比に
ついて配慮ができない
ため

有

42 社会教育委員会議
教育委員会事
務局青少年教
育課

S62.7
法律
条例

社会教育法
社会教育委員の定数
及び任期等に関する
条例

青少年教育に関する事項及び
社会教育団体に対する補助金
交付に関する事項について意
見を述べる。

5 1 0 7 13 8 5 × - - - -

連合PTA・連合自治
協議会・民生児童
委員等団体の代表
者を市民代表とし
て委員に選出して
いるため

○ ○ - 2 ○ 2 0 - ○ ○ 有 有

240 41 42 270 593 411 182 13 23 17 75 28 28 504 20 38 153 20 16

審議会等の名称 事務局
設置年
月

主な審議事項
個別Ｈ
Ｐの有
無

備考

区画整理課
法律
条例

土地区画整理法
大久保駅前土地区画
整理事業施行規程

会長及び職務代理者の選出。
仮換地指定の変更及び軽微な
変更について審議を行う。

合　　　計
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（２）規則・要綱等に基づくもの 

 
 
 

開催
実績

開催
予定

根拠 名称
学識
経験

市職
員

公募
市民

その
他

計 男性 女性 可否 男 女
応募
者数

選考方
法

公募を行わな
い理由

可否
H28実
績

公表しない理
由

H28 可否
H28
実績

傍聴

者数

（延)

公開しない理
由

可否
H28実
績

委員数　20人以内
委員数　男女それ
ぞれ３割以上

公募市民２割以上
（公募可としたも
のに限る。）

委員名簿の公表
（公表可としたも
のに限る。）

会議の公開
（公開可としたも
のに限る。）

会議録の公表
（公表可としたも
のに限る。）

H29

1
「明石市民の警察
官賞」表彰委員会

市長室 S56.10 要綱
「明石市民の警察官
賞」表彰要綱

本表彰の適正と運営の公正を
確保する事項（被表彰者の選
考等）について審議する。

0 2 0 7 9 9 0 × - - - -

候補者の個人
情報を扱うた
め

× -

被表彰者選定
に関する不当
な圧力を防止
するなど、審
議の公平性・
中立性を保持
するため

1 × - -
候補者の個人
情報を扱うた
め

× - 無

各種関係団体の代
表者を選任してお
り、代表者に女性
がいないため

無

2
長期総合計画推進
会議

政策室 H23.7 要綱
長期総合計画推進会
議設置要綱

明石市第５次長期総合計画の
進捗管理に係る事項につい
て、審議する。

2 0 4 6 12 7 5 ○ 2 2 10
論文及び

面接
- ○ ○ - 3 ○ 3 30 - ○ ○ 有 有

3
工事成績評定委員
会

工事検査課 H16.7 要綱
工事成績評定委員会
設置要綱

建設工事の受注者からの工事
成績評定に関する再説明の申
出に対する回答についての審
議を行う。

3 0 0 1 4 3 1 × - - - -

専門的な知識
を要し、利害
関係者等を除
外するため

× -
審議の公平
性・中立性を
保持するため

1 × - -
審議の公平
性・中立性を
保持するため

× - 無
工事検査の専門的
知識を有する女性
が少ないため

有

4 健康管理委員会 人事課 H21.6 要綱
メンタル疾患職員へ
の対応等に関する要
綱

メンタル疾患職員への復帰支
援及び療育の要否の判定を行
う。

3 2 0 0 5 4 1 × - - - -
専門的な知識
が必要なため

× -
審議の公平
性・中立性を
保持するため

4 × - -
個人情報を扱
うため

× - 無
委員要件（専門医
等）に合致する女
性が少ないため

有 随時開催

5 入札監視委員会 契約課 H14.11 要綱
入札監視委員会設置
要綱

建設工事に関し、入札及び契
約の過程等についての必要な
事を調査審議する。

5 0 0 0 5 3 2 × - - - -

専門的な知識
を要し、利害
関係者等を除
外するため

○ ○ - 2 × - -
入札・契約制
度に関する情
報を扱うため

○ ○ 有 有

6
公共施設配置適正
化に関する有識者
会議

財政健全化室 H27.7 要綱
公共施設配置適正化
に関する有識者会議
設置要綱

公共施設の配置の適正化に向
けた取組について、個別施設
の有効活用、長寿命化及び管
理運営の効率化の取組、公共
施設配置適正化実行計画の策
定に関し検討する。

3 0 0 1 4 3 1 × - - - -
専門的な知識
が必要なため ○ ○ - 0 ○ - - - ○ - 有

公共施設配置適正
化の取り組みに関
する学識経験を有
する女性が少ない
ため

無

7
市民活動サポート
事業審査会

市民協働推進
室

H25.4 要綱
明石市市民活動サ
ポート事業要綱

市民から提出された公益的事
業の審査を行う。 0 0 0 4 4 2 2 × - - - -

様々な分野に
わたる市民活
動団体の公益
性を審査する
にあたり専門
的な知識が必
要なため

× -

補助金交付を
決定する審査
であるため事
前公表するこ
とによって起
きる弊害を防
ぐため
※事後公表は
可

1 × - -

審査会自体は
公開している
が、補助金交
付団体を決定
する会議は中
立性を保持す
るため

× - 有 有

8
自治基本条例市民
検証会議

市民協働推進
室

H27.7 要綱 自治基本条例

「自治基本条例の規定の趣旨
にのっとった制度が整備され
ているか。」「制度の内容が
社会情勢に適合している
か。」「関係する条例が整備
されているか。」などについ
て検証を行う。

2 0 2 3 7 5 2 ○ 1 1 5
論文及び

面接
- ○ ○ - 3 ○ 3 14 - ○ ○ 有

学識経験者・各種
団体の代表者に女
性が少ないため

有

9
予防接種健康被害
調査委員会

健康推進課
地域医療課

S56.8 要綱
予防接種健康被害調
査委員会設置要綱

予防接種に起因した事故の適
正かつ円滑な処理について、
調査審議を行う。

9 1 0 0 10 9 1 × - - - -
専門的な知識
が必要なため

○ ○ - 0 × - -
個人情報等を
扱うため

× - 有

充て職、その他専
門医として県の推
薦する医師、明石
市医師会からの推
薦医師の大半が男
性であったため

無 随時開催

10
地域自立支援協議
会

障害福祉課 H22.2 要綱
地域自立支援協議会
設置要綱

・障害者計画及び障害福祉計
画を策定するに当たり重要な
事項について調査審議する。
・障害者計画及び障害福祉計
画に定める施策の総合的かつ
計画的な推進について必要な
事項を調査し、評価する。

1 0 4 11 16 11 5 ○ 2 2 6 論文 - ○ ○ - 4 ○ 4 13 - ○ ○ 有 有

11

福祉事務所入所判
定委員会（老人
ホーム入所判定委
員会）

高年介護室 S60.4 要綱
福祉事務所入所判定
委員会設置要綱

老人ホームへの入所措置や継
続の要否について判定を行
う。

2 2 0 4 8 8 0 × - - - -

厚労省通知で
委員構成が定
められている
ため

× ×
審議の公平
性・中立性を
保持するため

6 × 6 -
個人情報等を
扱うため × - 無

厚生労働省通知で
委員構成が定めら
れているため

有

委員公募 委員名簿の公表 会議の公開
会議録の
公表

個別Ｈ
Ｐの有
無

未達成理由

備考

委員数

審議会等の名称 事務局
設置年
月

設置根拠

主な審議事項
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開催
実績

開催
予定

根拠 名称
学識
経験

市職
員

公募
市民

その
他

計 男性 女性 可否 男 女
応募
者数

選考方
法

公募を行わな
い理由

可否
H28実
績

公表しない理
由

H28 可否
H28
実績

傍聴

者数

（延)

公開しない理
由

可否
H28実
績

委員数　20人以内
委員数　男女それ
ぞれ３割以上

公募市民２割以上
（公募可としたも
のに限る。）

委員名簿の公表
（公表可としたも
のに限る。）

会議の公開
（公開可としたも
のに限る。）

会議録の公表
（公表可としたも
のに限る。）

H29

12
地域包括支援セン
ター運営協議会

高年介護室 H18.5 要綱
地域包括支援セン
ター運営協議会設置
要綱

・地域包括支援センターの設
置等に関すること。
・地域包括支援センターの運
営及び評価に関すること。
・介護保険以外のサービスと
の連携形成に関すること。
・地域包括支援センターの運
営に関し必要な事項

1 0 2 6 9 5 4 ○ 0 2 4 論文 - ○ ○ - 3 ○ 3 5 - ○ ○ 有 有

13
地域総合支援セン
ター設置検討委員
会

高年介護室 要領
地域総合支援セン
ター設置検討委員会
設置要領

・センターの機能、運営、設
置計画、あり方に関すること 1 0 0 12 13 10 3 ×

地域共生社会
の実現を目指
す取組の一つ
であり、この
検討に必要と
される知識が
専門的なため

○ ○ 3 ○ 3 ○ ○ 有

地域共生社会の実
現を目指す取組の
一つであり、この
検討に必要とされ
る専門的知識を有
する女性が少ない
ため

有 新規

14
地域密着型サービ
ス運営委員会

高年介護室 H18.8 要綱
地域密着型サービス
運営委員会設置要綱

・地域密着型（介護予防）
サービス費の額を定めるこ
と。
・指定地域密着型（介護予
防）サービス事業所の選定に
関すること。
・指定地域密着型サービス事
業所等に従事する従業者に関
する基準を定めること。
・指定地域密着型サービス事
業所等の設備及び運営に関す
る基準を定めること。

2 0 2 5 10 4 6 ○ 1 2 3 論文 - × -

事業所選定に
関する不当な
圧力を防止す
るなど、審議
の公平性・中
立性を保持す
るため

5 × - -
事業所選定の
公正の確保の
ため

○ ○ 有 有

15
こども基金運営委
員会

子育て支援課 H17.9 要綱
こども基金運営委員
会設置要綱

こども基金の円滑かつ適正な
運用管理を図るため、基金の
活用方針や助成の対象となる
子育て支援活動等の認定に関
すること等を審議する。

1 0 2 4 7 2 5 ○ 0 2 2 論文 - ○ ○ - 3 ○ 0 - - ○ × 有

審査方針等が審議
事項であり、公平
性・中立性を保持
するため非公開と
したもの

審査方針等が審議
事項であり、公平
性・中立性を保持
するため非公開と
したもの

有

16
農業振興地域整備
促進協議会

農水産課 S47.7 要綱
農業振興地域整備促
進協議会設置要綱

・土地利用の基本方向につい
ての計画や調整に関するこ
と。
・農業振興の基本方向につい
ての計画及び調整に関するこ
と。

2 0 0 12 14 12 2 × - - - -

法で意見を求
める団体が決
められている
ほか、農業振
興地域に限っ
た内容である
ため

○ ○ - 0 ○ 0 0 - ○ - 無
法に定めがある団
体代表に女性がい
ないため

有

17 地域公共交通会議 交通政策課 H19.6 要綱
地域公共交通会議設
置要綱
道路運送法施行規則

地域の実情に応じた適切な乗
合旅客運送の態様及び運賃、
料金等に関する事項等を協議
する。

0 1 0 11 12 12 0 × - - - -

利用者代表の
意見として地
域団体から住
民代表を選任
するため

○ ○ - 2 ○ 2 1 - ○ ○ 有

行政・交通事業
者・各市民団体の
代表からなるが、
代表者に女性が少
ないため

有

18
都市景観アドバイ
ス会議

都市計画課 H24.8 要綱
都市景観アドバイス
会議設置要綱

・明石市都市景観条例施行規
則に規定する超大規模建築物
に係るものに関する助言
・市が実施する公共施設のう
ち、特に景観に関する影響が
大きいものに関する助言
・その他良好な都市景観の形
成について必要な事項に関す
るもの

5 0 0 0 5 4 1 × - - - -
専門的な知識
が必要なため

× -

市民や事業者
から、直接委
員に問い合わ
せ等が入る恐
れがあるため

2 × - -

特に民間事業
は販売戦略等
があり、構
想・計画段階
で公表するこ
とで、事業活
動を阻害する
恐れがあるた
め。

× - 無
学識経験者に女性
が少ないため

有

19
教科用図書明石地
区選定委員会

教育委員会事
務局学校教育
課

H28.6 要綱
教科用図書明石地区
選定委員会設置要綱

教育委員会が行う義務教育諸
学校において使用する教科用
図書の採択について、教科用
図書を調査検討して答申す
る。

1 0 0 7 8 5 3 × - - - -

教科書採択の
公正確保のた
め

× -
審議の公平
性・中立性を
保持するため

2 × - -
教科書採択の
公正確保のた
め

○ ○ 無 有

20
明石市教育支援委
員会

教育委員会事
務局学校教育
課

S27.5 規則
明石市教育支援委員
会規則

市立幼稚園、小･中･養護学校
に在籍する者又は入学(園)転
学(園)予定者のなかで、心身
に障害のある幼児・児童・生
徒の適正な教育的措置に関し
て審議を行う。

6 4 0 8 18 11 7 × - - - -
専門的な知識
が必要なため × -

審議の公平
性・中立性を
保持するため

4 × - -
個人情報を扱
うため × - 無 有

49 12 16 102 180 129 51 6 6 11 30 11 11 49 9 24 63 12 9

委員公募 委員名簿の公表 会議の公開
会議録の
公表

個別Ｈ
Ｐの有
無

未達成理由

備考

委員数

合　　　計

審議会等の名称 事務局
設置年
月

設置根拠

主な審議事項
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４ 市民参画手続の実施に関する判断基準・フロー図 

①判断基準 

Ⅰ 市民参画条例第６条第１項に基づき市民参画手続を実施すべき政策等 

市民参画条例第６条第２項で市民参画手続を実施しなければならない対象事項を定め

ていますが、それ以外の政策等については第１項で「市民の関心及び政策等の市民に与え

る影響その他政策等の内容を勘案し、市民参画が必要と認められる場合」に手続を実施す

るものと定めています。 

手続の実施の必要性を判断するに当たり、所管課ごとの認識の隔たりをなくすとともに、

費用対効果についても考慮し、実質的な市民参画を推進するため、次のとおり基準を定め

ました。 

なお、運用に当たっては、基準を画一的、限定的に捉えて必要性を判断するのではなく、

政策等の内容や市民の関心、市民に与える影響等を踏まえて総合的に判断してください。 

また、判断に当たっての流れは、別紙「市民参画手続の実施の判断に係るフロー図」を

参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔市民参画手続の実施の必要性が低いＣ部分に位置付ける判断基準〕【表１】 

 判断基準 

関
心
・
影
響

 
① 特定の事業者等対象者が限定されるもの 

② 特定の地域の市民にしか影響を及ぼさないもの 

③ 市の財政に及ぼす影響が小さいもの 

内
容
等 

④ 金銭徴収に関するもの 

⑤ 予算で定まった金銭給付施策に関するもの 

⑥ 法令等に基づく事項で、市長等に裁量の余地がないもの  

⑦ 市長等の機関内部の事務処理に関するもの 

⑧ 関係法令の改正に伴う規定整備などの軽易な内容のもの 

⑨ 特に緊急を要するもので、市民参画手続を行う暇がないもの 

⑩ 方針等の策定段階で市民参画手続を実施しており、その推進等を行うために実施す

るもの 

※Ａ又はＢに位置付けられる政策等であっても、別の法令に基づき市民の意見等を聴く手続を行った

場合は、市民参画条例に基づく参画手続を実施することを要しない（第 10 条）。 

 

Ⅱ 市民参画条例に定める基準の例外 

市民参画条例第８条、第９条及び第１１条から第１８条までに定める基準（複数の市民

参画手法の併用、意見公募手続の３０日以上の意見提出期間、審議会等手続の委員数や公

募市民の割合など）について、市の努力だけでは将来にわたって達成が不可能なものや、

 

《第６条第２項の対象事項》  

 

Ａ 

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

Ｃ 

市 民 参 画 手 続 の 実 施 の 必 要 性 が 少 な いＣ部分に位置付ける政策等の判断基準を 明 確 に す る こ と で 、 市 民

参 画 手 続 の 実 施 が 必 要 な 政 策 等 を 判 断 す る 。  

市が実施する政策等 

市民参画手続の実施の必要性 低 高  

政 策 等 の 類

型 に 応 じ て

固 定 的 に 判

断 さ れ る も

のではなく、

実 施 の 状 況

等 に よ っ て

変わりうる 

第 6 条第３項に基づく除外事項  

 《第６条第１項に基づき 

実 施 の 必 要 性 を 判 断 す べ き 政 策

等》  
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一律に当てはめることが合理的でないものがあります。 

そのようなものについては、表２に例示するような適正と判断できる理由があれば、基

準の例外として取り扱うこととします。但し、安易に基準の例外とするのではなく、本当

に基準が達成できないかを慎重に判断するとともに、例外としたものについても適宜見直

しを行ってください。 

 

【表２】 

 適正と判断できる理由 適正と判断できない理由 

基
本
的
事
項 

【複数手法の実施】  

・影響を及ぼす相手が限定され、その相手先の

関係団体等の意見を別途聞いているため。 

・複数年度にわたり制定、改廃の検討作業を行

うもので、市民参画手続を前年度に実施済み、

又は次年度に実施予定のため。 

 

【期間】 

・突発的な事例、想定外の事例が生じたため 

（例：国会の法案成立等により、急遽条例改正

等で対応する必要が生じた 等）  

・事務のスケジュール上（○月に条例案を議会

に上程する必要がある等）条例に定められた

期間を設けることができなかったため。  

【結果等の公表】  

・個人情報など非公開情報を取り扱うため。  

意
見
公
募 

【意見公募手続の実施】  

・複数年度にわたり制定、改廃の検討作業を行

うもので、市民参画手続を前年度に実施済み、

又は次年度に実施予定のため。 

 

審
議
会
等 

【委員数・市民公募】  

・委員構成が法律・条例・規則に規定されてい

るため。但し、条例・規則については、改正

の必要性の指摘もありうる。 

・～のような専門的な知識を要するため。 

⇒審議にあたり必要とされる専門的な知識を

有することが、市民公募では困難であり、

その理由が明確である。 

・各種団体の代表（地域選出委員）を選任して

いるため。 

⇒団体代表委員、地域選出委員に限定する理

由が明確で、市民公募では困難である。 

・～のような専門的な知識を要するため。 

⇒審議にあたり必要とされる知識が専門的で

あることに限定する理由に乏しく、市民公

募委員でも可能であると判断できる。 

・各種団体の代表（地域選出委員）を選任して

いるため。 

⇒団体代表委員、地域選出委員に限定する根拠

に乏しく、市民公募委員でも可能であると判

断できる。 

 

 

 

【男女比】  

・専門的な知識を要する者や地域・各種団体の

代表から多く選出しており、それらに女性が

少ないため。 

⇒各種団体からの選出する者を代表とする必

要性が明確である。 

 

・専門的な知識を要する者や地域・各種団体の

代表から多く選出しており、それらに女性が

少ないため。 

⇒各種団体からの選出する者を代表に限定す

る理由に乏しく、団体代表として女性を選

出できる余地がある。 

【委員名簿の公表】  

・審議会等で判定を行うにあたり、公平性を確

保する必要があるため。 

⇒名簿を公開することで判定に不都合が生じ

る理由が明確である。  

・審議会等で判定を行うにあたり、公平性を確

保する必要があるため。 

⇒名簿を公開することで判定に不都合が生じ

る理由が明確でなく、公開可能と判断でき

る。  
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 適正と判断できる理由 適正と判断できない理由 

審
議
会
等 

【会議・会議録の公開】  

・審議内容が、選定・認定等を行うものであり、

審査の公平性・中立性を確保する必要がある

ため。 

⇒公開することで、次回以降の選定等に影響

がでる可能性が大きい。 

・法令により非公開となっているため。  

・審議内容が、選定・認定等を行うものであり、

審査の公平性・中立性を確保する必要がある

ため。 

⇒公開したとしても、次回以降の選定等に影

響がでる可能性がないと判断できる。 

 

 

 

Ⅲ 市民参画条例に基づく市民参画手法として実施し、市民参画推進会議が評価の対象とする審議会等 

市が設置する審議会等には、特定の政策等の決定などに当たり設置するもののほかに、各

課の経常的な事業の実施に当たり設置しているものが多くあり、一律に市民参画条例に基づ

き評価の対象とすることは合理的でないことから、条例に基づく市民参画手法として実施し、

市民参画推進会議が評価の対象とするものの範囲を表３のとおり定めました。 

なお、評価の対象としない審議会等についても、条例に定める基準に準じて運営するとと

もに、実施状況を市民参画推進会議に報告し、ホームページ等で公表することとします。 

 

【表３】 

評価の対象とする審議会等 評価の対象としない審議会等 

・特定の政策等の決定などに当たり、諮問事

項等について調査審議する審議会等 

 

 

・経常的な案件について判定・認定等を行う

審議会等 

 

 

 

 

 

計画の策定や改訂、重

要な内容の変更につい

て審議する場合  

年次報告や進捗管理の

ような経常的な案件に

ついて審議する場合  

一 つ の 審 議 会 等 で あ っ て

も、審議する内容により、
評価の対象となるかどうか
が変わります。  

・計画等の策定、評価、見直しについて 

調査審議する審議会等 
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②フロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市が実施する政策等 

第６条第２項に定める市民参画手続を実施し

なければならない「対象事項」に該当するか？ 

実 施 し な い  

こ と が で きる  

Yes No 

第６条第３項の除外事項に該当するか？ 

実 施 し な けれ ば  

な ら な い  

実施する政策等について、下記判断基準により市民参画手続の実施の必要性を判断す

る。 

（下記項目に該当する政策等であれば、参画手続の実施の必要性が低いと判断される） 

No Yes 

Ａ 

第６条第１項に定める「必要と

認 め ら れ る 場 合 」 に 該 当 す る

か？ 

Ｂ Ｃ 又は 

実 施 し な か っ た 場 合 は 、 政 策 等 を 公 表 す る 日

と 同 時 期 に 市 民 参 画 手 続 を 実 施 し な か っ た 旨

と そ の 理 由 を 公 表  

【上記①～⑩の判断基準についての留意点】  

・①、②の基準の考え方により実施の必要性が低いと判断した政策等であっても、特定の関係者に対する説

明会等の意見交換の機会を持つ必要がある場合も考えられる。 

・内容等における基準の④～⑨については、条例第 6 条第２項の対象事項に該当する政策等についての第３

項の除外事項と同様の考え方となる。 

・②の基準の考え方は、対象となる政策等を特定の地域の市民にしか係らないものと捉えるのではなく、特

定の地域内のことでその地域の市民だけで決められるものと捉えるものとする。  

実 施 の 必 要性 が 低 い  

上記①～⑩の判断基準に該当するか？ 

No Yes 

実 施 の 必 要性 が 認 め ら れ る  

Ｂ Ｃ 

①
特
定
の
事
業
者
等
対
象
者
が

限
定
さ
れ
る
も
の 

②
特
定
の
地
域
の
市
民
に
し
か

影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
も
の 

③
市
の
財
政
に
及
ぼ
す
影
響
が

小
さ
い
も
の 

関心・影響 内容等 

⑤
予
算
で
定
ま
っ
た
金
銭
給
付

施
策
に
関
す
る
も
の 

⑥
法
令
等
に
基
づ
く
事
項
で
、

市
長
等
に
裁
量
の
余
地
が
な

い
も
の 

⑦
市
長
等
の
機
関
内
部
の
事
務

処
理
に
関
す
る
も
の 

⑩
方
針
等
の
策
定
段
階
で
市
民

参

画

手

続

を

実

施

し

て

お

り
、
そ
の
推
進
等
を
行
う
た

め
に
実
施
す
る
も
の 

⑨

特

に

緊

急

を

要

す

る

も

の

で
、
市
民
参
画
手
続
を
行
う

暇
が
な
い
も
の 

④
金
銭
徴
収
に
関
す
る
も
の 

⑧
関
係
法
令
の
改
正
に
伴
う
規

定
整
備
な
ど
の
軽
易
な
内
容

の
も
の 


